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１．はじめに 
 小俣一平氏の博士学位請求論文『「調査報道」の成立と社会的展開～ジャーナリズムにおける対
権力・対権威型「調査報道」の意義を中心に～』は、Ａ４判本文１９２頁＋参考文献一覧１１頁を
以て、次の六章から構成されている。 
 
 序章  問題意識と研究目的      １頁 
 第１章  報道の形態      １７頁 
 第２章  「調査報道」とは何か     ６６頁 
 第３章  特別調査報道     １１４頁 
 第４章  「調査報道」の問題点    １４３頁 
 終章  結論と今後の展望    １６８頁 
 
 以下、審査要旨を、論文の構成と概要、論文の特徴と評価、そして結論として概述する。 
 
２．論文の構成と概要 
 本論文は、日本における報道が、政府・企業等各機関が公表した情報に依拠しつつ、追加的な取
材に基づいて行う｢発表報道｣に大きく依存している現状に鑑みて、外在的な発表に頼らず、独自に
取材し、それが公表されなければ表に出ない事実を自らの責任で報道する｢調査報道｣の重要性を強
調し、その拡大が、日本における報道それ自身の活性化を促す、と主張する。加えて、調査報道の
うち、とりわけ権力や権威ある組織や団体を取材対象として、不正、腐敗、疑惑、怠慢を暴く報道
を｢特別調査報道｣として定義し、その進展が、更なるジャーナリズムの活性化と社会的正義の推進
に資する、としている。 
 この論旨を進めるために、まず序章では、問題意識としてのジャーナリズムの危機的状況を、現
在のマスメディアに対する不信の根源と、マスメディアを取り巻く環境変化の観点から概述した上
で、研究目的として、従来弊害が指摘されてきた記者クラブ制度に依拠した発表報道を依存型ジャ
ーナリズムとして捉え、独自の取材による調査報道を自立型ジャーナリズムとして対峙させて、調
査報道が日本においてどのように定着し、その社会的影響力は如何なるものかについて分析し、調
査報道の意義と可能性を考察することを、措定している。また、研究方法として、先行研究の分析、
新聞紙面を対象として記事の分類とその定量的分析、事例研究、そして現役ジャーナリスト１７名
を対象としたインタヴューとアンケート調査、以上の 4つを設定している。 
 第１章では、まず報道の形態を、発表報道と独自報道に大別した上で、独自報道をさらに６種類
に細別し、本論文のテーマである調査報道を明確に識別した。これに基づき、新聞記事の定量的分
析として、２００９年４月２日の有名三紙の全紙面を丹念に全数調査し、日本の新聞ジャーナリズ
ムにおける発表報道への依存度が如何に高いか、という観点を明確に示した。更に、発表報道の問
題点として、アジェンダ設定の発表者主導性と、記者クラブの弊害を指摘し、両点を、インタヴュ
ー結果を丹念に分析することで裏付けた。 
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続く第２章では、調査報道自身の歴史的経緯を追った上で、１９７０年代以降４つのフェイズに
分けて、日本における調査報道の捉え方と各事例を、時系列的に観察し、全体の趨勢を捉えるとと
もに、調査報道の本質を考察している。ここでも、事例研究が非常に丹念に施されている上に、時
代とともに生ずる調査報道の捉え方の変化をアンケート調査を用いて考察することで、調査報道の
定義をさらに明確にさせている。これを通じて、本論文の核である特別調査報道のカテゴリーを導
出し、併せて、発表報道等の外在的情報源をきっかけとして行われる調査報道を発展型調査報道と
して識別した。 
更に第３章では、特別調査報道の対象と分類を精緻に示し、その明確な定義に成功している。そ
の対象は、影響力としての権力や権威を有する政治、経済、社会の広範囲に存在する様々な制度、
地位、人物等の主体とされ、これに基づいて、特別調査報道を更に３分類している。政治、行政、
司法等の権力を対象とした政治権力追求型調査報道、企業等の経済権力や医療・学術・教育等の機
関が有する権力を対象とした組織権力追求型調査報道、そして両者が複合的に作用する権力を対象
とした複合権力追求型調査報道である。この分類に従って、更に精緻な事例研究が積み重ねられ、
特別調査報道を通じて、社会的不正や腐敗が如何なる事例において如何にして暴かれたか、という
観点が示されて居り、特別調査報道の社会的意義が強調されている。 
第４章では、調査報道全般に立ち返って、一般的問題点を整理している。その一つは、調査報道
の内容そのものが当事者間の係争を生みかねない、という点である。これは、２つの有名な事例の
分析を通じて、訴訟結果が報道機関そのものの存立に影響しかねない点、そして訴訟そのものが人
権侵害に発展する恐れがある点が指摘されている。加えて、調査報道拡充に対する障壁について、
アンケート調査に基づいて、記者ら自身に関わる内在的・外在的要因を指摘すると当時に、報道機
関の持つ営利性と調査報道の非営利性の対峙という報道機構の本質的特徴を浮き彫りにした。 
そして終章では、一連の報道分類の概念を今一度総括した上で、調査報道をめぐる報道機関での
動向を、報道各社の具体的な活動を例示して、調査報道がジャーナリズムの危機打開策として機能
し始めていると思える状況を分析した。そして最後に、調査報道によるジャーナリズムの活性化の
可能性を、インタヴュー結果を通じて検討し、報道機関における調査報道の重要性意識向上、特別
調査報道の意義の強調、そして、調査報道の実践そのもの、この３点がジャーナリズム活性化に少
なくとも必要な観点であることを結論付けている。 
 
３．論文の特徴と評価 
 本論文の肯定的特徴と評価には、少なくとも次の３点が挙げられる。まず第一に、調査報道に関
する精細な考察を行い、その意義を明確に示すとともに、とりわけ特別調査報道を弁別・分析した
点である。発表報道と独自報道の大別に立脚し、独自報道の一つとして調査報道を定義し、さらに
権力や権威に対する特別な意義を持った特別調査報道を類型化した。この点は、報道による情報収
集・処理方法とその社会的役割の関係を結びつけた重要な論点であり、しかも調査報道そのものが
ジャーナリズム全体を活性化させる可能性を持つ点を示唆したことは、現代社会におけるジャーナ
リズムの存在意義を提起した意味で、ジャーナリズム研究上重要な功績といえるだろう。同時に、
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特別調査報道の持つ社会的意義の強調は、公共経営の枠組におけるジャーナリズムの位置付けを明
確にした点で、公共経営研究における貢献も多大であると言えるだろう。 
 第二に、調査報道全般の問題点を明確に考察し、むしろ今後調査報道が普及するための条件を示
し得た点である。独自の取材と責任において展開される調査報道は、特に特別調査報道に至れば、
社会的不正解明の重要な手立てとなり得るが、他方、当事者間の係争を招き、また人権侵害の危険
性すら伴いかねないという、両刃の剣としての性格を有している。しかし逆にこの危険性を常に意
識しつつ、その顕在化を防止しながら調査報道を展開することが肝要であり、本論文がその際の留
意点を示唆したことは、非常に重要である。加えて、調査報道に伴うあらゆるコストと、営利事業
体としての報道機関の経営の関係を十分に検討したことは、今後調査報道を拡充する上での教訓と
なろう。この意味において、本論文がジャーナリズム実践上の留意点を理論的に提示したことは、
更なる重要な功績だろう。 
 第三は、方法論的な充実である。まず、先行研究分析と事例研究に費やされたであろう労力は、
参考文献一覧の豊富さと、脚注の精細さに具に現れている。そして、先行研究に依拠し、事例研究
によって修正された類型化の改善には、特筆すべき成果が認められる。次に、新聞事例の定量的研
究も、その地道な努力は膨大であったと推察されると同時に、発表報道への多大な依存性を実証す
るという意味において重要な功績であった。更に、独自のネットワークを利用したインタヴューと
アンケートは、論点に関する実際的データを提供し、論旨を補強するに非常に有益であった。 
 他方、改善を求めるべき点がないわけではない。特に、調査報道を阻む要因の分析において、本
論文では、報道記者自身に纏わる内在的・外在的要因と報道機関の経営上の論点のみが挙げられて
いるが、最終口頭試問でも明らかとなったように、報道機関自身の組織構造的要因も分析されるべ
きであったろう。この点は、執筆時点でインタヴューを通じて考察できたであろうし、報道記者自
身のミクロレベルの要因と、報道機関経営のマクロレベルを繋ぐメゾレベルの要因として、今後更
なる研究によって、申請者自身が十分解明せねばならない側面といえるだろう。 
 
４．結論 
 以上を考量し、今後改善しなければならない点は認められるものの、ジャーナリズム研究と公共
経営研究に対する貢献を高く評価して、博士後期課程を修了して独立した研究能力を証明したと認
め、本審査委員会として、本論文は、博士（公共経営）の学位を授与するに値するものと判断する。 
 
２０１０年６月２８日 
 
主査  早稲田大学政治経済学術院教授 Dr.rer.publ.（ｼｭﾊﾟｲｱｰ行政大学院）  縣  公一郎 
副査  早稲田大学政治経済学術院教授 博士（法学）京都大学       稲 継 裕 昭 
早稲田大学政治経済学術院教授                  石 田 光 義 
審査員 早稲田大学政治経済学術院教授                  山 田 治 徳
東京経済大学ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ学部教授                 有 山 輝 雄 
